（別紙１）《連携事業：代表機関が作成》
事業計画書

Ⅰ．代表申請者等
	機関名
	

	所在地
	

	連携する都道府県機関名

	

	事業実施期間
	令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日




Ⅱ．事業計画
１　事業実施の目的
	




２　事業名称（項目）及び負担割合

	
（例：３協会で連携事業を実施する場合）

1． 関西圏域販路拡大伴走支援事業（Ａ県協会1/3：Ｂ県協会1/3：Ｃ県協会1/3）

2． 幕張メッセテーブルウエアフェア
　　　　　（Ａ県協会2/3：Ｂ県協会1/3*1/2：Ｃ県協会1/3*1/2）

3． 〇県フードフェア（Ａ県協会1/2：Ｂ県協会1/4：Ｃ県協会1/4）

4． インドネシアフルーツ拡販フェア
（Ａ県協会1/2：Ｂ県協会1/2*2/3：Ｃ県協会1/2*1/3）

5． 台湾食品プロモーション事業（Ａ県協会1/3：Ｂ県協会1/3）
　　　　　　※残り1/3はＣ県協会が自己財源で実施
←この５．事業は、ＡＢＣ協会の連携ではなく、ＡＢ協会の連携になるため、別申請になる。

6． 海外販路先進成功事例調査事業
　　　　（人件費：Ａ県協会10/10）
　　　　　　　※人件費の計上はＡ県協会のみのため

　　　　（旅費：Ａ県協会3/6：Ｂ県協会2/6：Ｃ県協会1/6）
　　　　　　　※旅費は計画上の額で負担するが、最終的には各々の実績額を計上）

（謝金：Ｂ県協会3/5：Ｃ県協会2/5）
※Ａ県協会は人件費で対応するため、謝金はない。
※謝金も計画上の額で負担するが、最終的には各々の実績額を計上。

※各々実施する事業名毎に負担割合を（　）書きで記入
※助成対象経費は支払額の総額（領収書の額）になる場合（上記１．～５，）と、各々の県協会で発生した総額（上記６．）のパターンがあり、算出方法が異なることに注意






